
基準年度 目標年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

1
廃棄物処理システム開発
費（１８年度）

419 H19年度 423 H27年度 - - - 423 -

3
産業廃棄物のリサイクル
率（％）

52 H19年度 53 H27年度 - - - 53 -

4
産業廃棄物の最終処分量
（百万ﾄﾝ）

20 H19年度 18 H27年度 - - - 18 -

基準年度 目標年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

3

4

２２年度 ２３年度

（１）
廃棄物処理システム開発
費（１８年度）

40
(15)

11
(10)

14 －

（２）
廃棄物処分基準等設定費
（４年度）

51
(38)

69
(49)

57 1.2.3.

廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るた
めの基本的な方針

＜達成手段の概要＞
・国による統一番号付与及び自治体の許可情報等を共有する活用基盤として適正かつ効率的な運用に必要な保守、更改等の拡充整備を行う。
＜達成手段の目標＞
・国及び自治体事務の効率化及び適正な行政処分の実施。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・処理業者による適正処理の確保・推進。

＜達成手段の概要＞
・既存の最終処分場等産業廃棄物処理施設について、環境負荷を低減するために必要な処分基準等の設定・改正に向けた調査等を行う。
＜達成手段の目標＞
・廃棄物を巡る諸条件の変化に即した、処理基準及び施設の技術上の基準等の設定
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・安心・安全な産業廃棄物最終処分場の確保。

達成手段の概要等
関連する

指標

産業廃棄物課 作成責任者名 廣木　雅史

政策評価実施
予定時期

年度ごとの目標値

基準 目標
施策の進捗状況（目標）

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

平成24年度実施施策に係る事前分析表 別紙１

（環境省24-17 ）

担当部局名

施策の概要 産業廃棄物の排出抑制、リサイクル、適正処理等を推進する。
政策体系上の

位置付け
４．廃棄物・リサイクル対策の推進

施策名 目標４－４産業廃棄物対策（排出抑制・リサイクル・適正処理等）

達成すべき目標
産業廃棄物の排出抑制、リサイクル、適正処理等について施策の
総合的かつ計画的な推進を図る。

目標設定の
考え方・根拠

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

測定指標

測定指標
目標年度

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

測定指標 基準値

達成手段
（開始年度）

補正後予算額（執行額）
（百万円）

２４年度
当初

予算額
（百万円）

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るた
めの基本的な方針

廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るた
めの基本的な方針

目標

目標値



（３）
移動式廃棄物処理施設に
係る基準設定検討事業
（２２年度）

21
(9)

16
(0)

11 1.2.3.

（４）
産業廃棄物等処理対策推
進費（２３年度組み替え）

18
(6)

24
(14)

22 1.2.3.

（５）
産業廃棄物処理業優良化
推進事業費（２２年度）

33
(35)

6
(1)

5 －

（６）
産業廃棄物処理業経営基
盤安定化・振興対策検討
費（２２年度）

-
13
(7)

9 -

（７）
ＩＴを活用した循環型社会
づくり基盤整備事業（１６
年度）

159
(158)

154
(121)

96 -

（８）
石綿含有廃棄物無害化処
理技術認定事業（１９年
度）

12
(12)

12
(8)

8 -

（９）
産業廃棄物処理施設モデ
ル的整備事業（１２年度）

1100
(508)

1189
(1188)

1,069 1.2.3.

（１０）
安全性等確保事業（平成
６年度）

22
(0)

0 0 -

＜達成手段の概要＞
・移動式廃棄物処理施設による課題と対応についての調査検討及び、施設基準の検討。
＜達成手段の目標＞
・移動式廃棄物処理施設の共通・個別基準の策定
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・移動式処理施設の基準を策定することによる、廃棄物リサイクルや有害廃棄物の適正処理の推進。

＜達成手段の概要＞
①産業廃棄物の排出実態を調査。
②産業廃棄物の検定方法の改正について検討を行う。
③環境大臣認定制度(広域、再生利用、無害化処理）の現地調査。
④大臣認定対象外の廃棄物で今後対象とすることが有効であると考えられる廃棄物の再生利用を行う者及び再生利用の用に供する施設の調査、
検討。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜達成手段の目標＞
①産業廃棄物の排出・処理状況のとりまとめ
②産業廃棄物の検定方法の改正等について検討を行う。
③大臣認定事業者等の認定基準の適合を担保
④大臣認定対象外の廃棄物で今後対象とすることが有効であると考えられる廃棄物の認定基準の策定
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
①新たな目標設定や公共関与による効果的な施設整備の実施にあたっての基礎資料とする。
②産業廃棄物の検定方法について、現状に則した見直しを行うための基礎資料を作成する。
③大臣の認定制度において、効率的な廃棄物の適正処理が確保されることを目指す。
④再生利用認定制度の対象の拡充等を図ることにより、循環型社会推進形成基本計画掲げる再生利用量の目標の達成に寄与。

＜達成手段の概要＞
・弁護士等暴力団排除の専門家を講師に招き、産廃業者、自治体等に対する講習会を開催、資料の配布等により、積極的な啓発活動を行う。
＜達成手段の目標＞
・暴力団の徹底的な排除による健全な産廃処理業界の構築
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・処理業者による適正処理の確保・推進。

＜達成手段の概要＞
・全国の産業廃棄物処理業者を対象として、多様な産業廃棄物処理業の経営及び業務内容等実態を把握するための調査、とりまとめを行う。
＜達成手段の目標＞
・産業廃棄物処理業に係る経営状況等の詳細な情報を把握する
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・産業廃棄物処理業の経営基盤の健全化・安定化を図る。

＜達成手段の概要＞
・電子マニフェストの機能強化及び、電子マニフェストの普及のための説明会等を実施する。
＜達成手段の目標＞
・電子マニフェストの推進を図る
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・産廃排出事業者、処理業者の情報管理及び行政の監視業務の合理化を図る。

＜達成手段の概要＞
・産業廃棄物の処理施設の円滑な整備を推進するため、廃棄物処理センター等による産業廃棄物のモデル的な処理施設の整備を行うもの。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・公共関与による産業廃棄物処理施設整備を促進することにより、廃棄物の適正な処理を行う施設を確保することが可能となる。

＜達成手段の概要＞
・廃棄物処理センターが整備する一般廃棄物の最終処分場の安全性及び信頼性を確保するための事業について補助を行う。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・公共関与による安全性及び信頼性確保のための事業を推進することにより、周辺住民の理解を得やすい施設整備が可能となり、廃棄物の適正な
処理を図ることが可能となる。

＜達成手段の概要＞
・石綿含有廃棄物等の処理について、高度な無害化技術を有する事業者を国が認定する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・石綿含有廃棄物等の適正かつ円滑な処理を実現する。



（１１）
廃棄物エネルギー導入・
低炭素化促進事業（１５年
度）

1300
(765)

789
(566)

775 2

（１２）
廃棄物処理センター整備
基本計画調査（３年度）

13
(13)

14
(14)

11 -

（１３）
ＰＣＢ廃棄物処理に係る
拠点的広域処理施設の整
備（１３年度）

6,400
(3,576)

9,400
(14,107）

7,720 1.2.3.

（１４）
ＰＣＢ廃棄物対策推進費
補助金（１３年度）

2,000
(2,000)

1,500
(1,500)

1,500 1.2.3.

（１５）
ＰＣＢ廃棄物適正処理対
策推進事業（２３年度組み
替え）

107
(99)

97 114 -

（１６）
日系動脈産業の海外進出
と連動する静脈産業育成
支援事業（２３年度）

0
94

(91)
74 -

（１７）

廃棄物処理に係る認定審
査体制強化モデル事業
（地方環境対策）（２１年
度）

6
(1)

6
(6)

0 2

＜達成手段の概要＞
・民間事業者等による廃棄物高効率熱回収施設やバイオマスエネルギー利用施設、電動式塵芥収集車の導入等を支援することにより、エネルギー
起源CO2の削減を図る。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・廃棄物の減量や適正処理を確保しつつ、廃棄物エネルギー利用施設や電動式塵芥収集車の導入を促進することにより、エネルギー起源CO2の
削減を図ることが可能となる。

＜達成手段の概要＞
・廃棄物処理センターによる廃棄物処理施設整備に係る基礎調査を実施する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・本調査により、施設の基本構想の策定を支援することにより、廃棄物処理センターによる適正な処理を図ることが可能となる。

＜達成手段の概要＞
・日本環境安全事業株式会社が行うＰＣＢ廃棄物処理のための拠点的広域処理施設の整備に対し事業費の一部を補助する。
＜達成手段の目標＞
・北海道増設事業進捗率：46％
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・PCB廃棄物の拠点的広域処理施設の処理体制を確保する。

＜達成手段の概要＞
・環境大臣認定制度(広域、再生利用、無害化処理）に精通した地方環境事務所を活用し、モデル事業を実施する。
＜達成手段の目標＞
・環境大臣認定者数
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・地域に根付いた認定制度の運用を行うことにより、リサイクル及び有害廃棄物の適正かつ円滑な処理を実施する。

＜達成手段の概要＞
・国民、排出事業者、産廃処理業者の関心を高めるための国民運動の実施
＜達成手段の目標＞
・認定又は参加事業者数
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・事業の実施により、国民、排出事業者、産廃処理業者の意識の醸成と、行動の実践へと動かせる社会環境作り

＜達成手段の概要＞
・処理困難なＰＣＢ廃棄物の適正処理や、微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等、ＰＣＢ汚染物に関する適正な処理を推進するため、技術的な観点から調査
を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜達成手段の目標＞
・実証試験評価数：9
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・多種多様なPCB廃棄物の適正処理の確保を図る。

＜達成手段の概要＞
・処理費用負担能力の小さい中小企業者のPCB廃棄物処理に係る費用負担を軽減するための助成を行う。
＜達成手段の目標＞
・中小事業者に対する助成額の合計：約30億円
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・中小企業者等が保有するPCB廃棄物の適正な処理を確保する。


